
様式５

未認証行為に関する立入調査状況等（平成２１年度）

特定不能

（外数）
過去
状況

過去
状況

過去
状況

小計
過去
状況

北海道 39 (3) 53 25 78 33 35 6 8 19 33 6 0 0 2 2 0 0 2 0 4 2 1 6 64

東　北 47 (1) 103 43 146 91 98 14 43 34 91 14 0 0 2 0 0 0 3 2 5 5 5 10 93

関　東 246 (4) 523 226 749 376 408 32 60 284 376 21 2 0 12 1 0 0 21 0 33 19 3 52 637

北陸信越 20 () 95 20 115 58 61 1 8 49 58 1 0 0 1 0 0 0 3 0 4 0 0 4 103

中　部 94 () 157 84 241 132 144 21 46 65 132 21 0 0 6 0 3 0 4 1 13 0 0 13 185

近　畿 180 () 291 168 459 233 259 5 70 158 233 3 1 0 1 0 12 0 6 2 19 3 0 22 379

中　国 56 (2) 75 56 131 93 116 0 35 58 93 0 0 0 0 0 5 0 1 0 6 0 0 6 95

四　国 24 () 19 21 40 32 51 3 11 18 32 3 0 0 1 0 0 0 3 0 4 2 1 6 23

九　州 72 () 231 51 282 165 170 14 93 58 165 12 2 0 1 0 1 0 4 0 6 2 0 8 182

沖　縄 33 () 59 33 92 58 71 2 5 51 58 2 0 0 0 0 0 0 5 5 5 0 0 5 82

全　国 811 (10) 1606 727 2333 1271 1413 98 379 794 1271 83 5 0 26 3 21 0 52 10 99 33 10 132 1843

注１：立入等事業者数は情報に基づき、電話及び窓口等において調査・指導した件数も計上のこと。

注２：立入等事業者数欄中の延べ回数は、同一事業者に対して、複数実施している場合も計上のこと。

注３：年度報告の際は、前年度に報告した「今年度末調査対象事業者数」欄の数字を記載すること。

注 認証取得に計上した者のうち 過去に警告書の手交をした者は 「過去状況 欄も計上する と

告発
件数延べ回数 実施

情報提供件数

今年度
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調査対
象事業
場数

合計 実施なし
運輸局等

立入等事業者数 分解整備実施の有無等
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調査対象事業者数

実施なし 要継続調査 合計

立入前に
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 認証取得

実施

情報提
供による
新たな調
査対象
事業場
数

警告書交付

合計 様式１ 様式２

分解整備実施の有無等

要継続
調査

注４：認証取得に計上した者のうち、過去に警告書の手交をした者は、「過去状況」欄も計上すること。


